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鉄道のバラス ト軌道に広 く採用されている強化路盤は粒度調整砕石 とアスファル トコンクリー ト

によ り構成され,高 い剛性によって軌道 を支持する構造である。強化路盤を用いることによ り,道

床バラス トの変形に起因する保守作業を軽減する効果が期待されることに加え,雨 水の路床への浸

入を防止して降雨時の列車走行安定性を高めるとともに,噴 泥の発生を防ぐ効果がある。さらに,

強化路盤は列車荷重を分散 して路床へ伝達するため,路 床の変形を抑制する効果がある。

従来の強化路盤の設計では弾性変形による路盤表面のたわみ量が2.5mm以 内となるように路盤

の厚さが決め られていた。 しかしなが ら,こ の設計方法では路盤の厚さは路床の条件により一義的

に決定されることになるため,耐 用年数,列 車荷重,列 車本数等に応 じた柔軟な設計を行うことが

できない。経済的で安全な構造物を建設するために,構 造物の設計は性能規定による方法に移行 さ

れつつあ り,鉄 道路盤の設計も性能規定による方法を取り入れることが求められている。そこで,

本研究では道路のアスファル ト舗装の設計と同様に,ア スファル トコンクリー トの疲労寿命から路

盤の厚さを決定する方法を検討することとした。アスファル トコンク リー トの疲労寿命はアスファ

ル トコンク リー トに発生するひずみか ら求められるため,そ のひずみを精度よく推定する必要があ

る。 しかしなが ら,鉄 道ではレールとまくらぎを介 して列車荷重が路盤に伝達されるため,ア スフ

ァル トコンクリー トに直接タイヤで載荷される道路の場合と比較すると変形のメカニズムが複雑で

ある。道路のアスファル ト舗装の設計では多層弾性解析により,ア スファル トコンクリー トのひず

みが求められるが,多 層弾性解析では複雑な形状の軌道を支持するアスファル トコンクリー トのひ

ずみを求めることは困難である。そ こで,本 研究では有限要素法(FEM)に よりアスファル トコン

クリー トのひずみを求める方法を検討することとした。従来の強化路盤の設計でも路盤のたわみ量

を求めるためにFEMが 導入されているが,アスファル トコンクリー トのひずみを求めるためには,

軌道の形状を詳細 にモデル化することにより,精 度の高い解析を行う必要がある。

本研究では,鉄 道路盤におけるアスファル トコンクリー トのひずみをFEMに よ り求めることの

妥当性を検証するために模型実験を行い,FEM解 析と模型実験の結果 と比較することとした。載荷

試験を行 う際に,従 来行われていたような定点で繰返し載荷を与える方法では載荷点直下に変形が

相対的に大きくな り,支 持条件が繰返 し載荷 とともに変化 してしまうため,弾 性挙動を適切に評価

できない可能性があった。そこで列車の走行を模擬 し,載 荷輪を移動させることにより載荷を行 う

移動荷重載荷試験を行 うこととした。移動荷重載荷を行 うことにより,各 まくらぎが順次同じよう

に載荷されるため,定 点載荷で生じるような支持条件の変化を回避することができる。すなわち,



移動荷重載荷を行 うことで繰返 し載荷を行った場合でも路盤の弾性挙動を適切に評価することが可

能になると考えられる。

一方
,実 物大のアスファル ト路盤の弾性挙動を検討するために,こ こではアスファル トコンクリ

ー ト路盤に直接まくらぎを設置するアスファル ト路盤直結軌道を対象とした試験を行った。 この軌

道方式ではアスファル トコンクリー ト路盤を用いるため,そ の設計においては強化路盤 と同様に,

アスファル トコンクリー トのひずみを評価することが重要となる。本研究ではアスファル ト路盤直

結軌道の変形特性を詳細に計測し,FEMと の整合性を評価することとした。

従来の強化路盤の設計ではレールやまくらぎよ り構成される軌道の変形については解析を行わず,

バラス ト内における圧力の分布と路盤に作用する圧力をあらかじめ仮定することによって解析 を行

っていた。 しか しなが ら,ア スファル トコンクリー トのひずみを精度良く推定するためには,バ ラ

ス トに作用する応力や路盤表面に作用する応力をより現実に即した方法で求める必要がある。本研

究では,バ ラス ト上に設置 した実物大まくらぎの下面に分割 ロー ドセルを設置してまくらぎ下面に

作用している圧力を測定するとともに,路 盤表面に作用している応力を測定 した。その結果をFEM

と比較することで路盤に作用する圧力を仮定せず に,バ ラス トを含めてモデル化した解析方法の妥

当性を検証 した。

小型軌道模型による移動荷重載荷試験によって得られたまくらぎ荷重分担率,路 盤表面変位,土

槽底面応力についてFEMに よ りシミュレー トした結果,地 盤の解析パラメータを要素試験の結果

から適切に設定することで,実 験結果 と整合性の高い結果を得ることができることが確認できた。

また,実 物大のアスファル ト路盤直結軌道の載荷試験 によ りアスファル トコンクリー トのひずみに

関する詳細な計測を行 った結果,複 数の層に分けて転圧するアスファル ト路盤では層間のすべ りを

解析上考慮する必要がある ことが分かった。ただし,強 化路盤のアスファル トコンクリー ト層は薄

いため,1層 で転圧されるのでアスファル ト層間のすべ りを考慮する必要はない。

バラス ト上に設置 したまくらぎの載荷試験を行った結果,バ ラス ト軌道におけるまくらぎの荷重

一変位曲線にはまくらぎ下面とバラス ト粒子間のベッディングエラーの影響が強 く含まれ,非 線形

性が強 くなることが分かった。 しかしながら,FEMに よるシミュレーションを行 う際には,バ ラ

ス ト層の変形係数として荷重レベルの大きい部分のバネ係数に相当するヤング率を用いることで,

荷重 レベルの小さい領域に含 まれる非線形性の強い部分の影響を取 り除いて路盤圧力の評価を行う

ことができることが分かった。

以上の検討結果によ り,地 盤のパラメータを適切に設定することで,弾 性解析による3次 元FEM

解析で列車荷重下における路盤の変形挙動を適切に評価できることが確認できた。そこで,実 物大

の強化路盤を対象 としたFEM解 析を行い,求 められたアスファル トコンクリー トのひずみか らア

スファル トコンクリー トの破壊基準を用いることで耐用年数の試計算を行った。解析の結果,ア ス

ファル トコンクリー トのひずみは路盤のたわみ形状ではな く,離 散的に配置されたまくらぎの位置

の影響を強く受けることが明 らかとなった。すなわち,ま くらぎ直下では引張 りひずみが生じるが,

まくらぎ中間部ではひずみが小さく,路 盤や路床の条件 によっては圧縮ひずみが生じることが分か

った。 この傾向は模型実験の結果でも同様であった。また,引 張 りひずみの卓越する方向は,路 盤

の厚さや路床の剛性によって変化するため,引 張 りひずみを評価する際には最大主ひずみを用 いる

のが適切であると判断 した。この方法によって,現 行の設計標準における強化路盤の寿命を推定し

たところ,妥 当な厚さであることが確認されたが,列 車本数の少ない区間では現在よ りも路盤を薄



くできることが分かった。

一方,繰 返し載荷による残留沈下については,移 動荷重載荷を行うと地盤内の主応力の方向が変

化することにより,沈 下量が大きくなることが従来から指摘 されていた。本研究では,小 型軌道模

型を用いた試験により,移 動荷重載荷と定点載荷の違いによる,繰 返し載荷における残留沈下につ

いて検討を行った。その結果,移 動荷重載荷では定点載荷の3～6倍 程度残留沈下量が大きくなるこ

とが分かった。この原因として,主 応力方向の回転の影響に加え,軌 道の構造的な要因が大きく影

響 していることが分かった。定点載荷では載荷点直下の地盤の変形が相対的に大きくなるため,レ

ール剛性による荷重の分散効果によって載荷点直下に作用する応力が繰返 し載荷 とともに減少 し,

それが残留沈下量に大きな影響を与えていると考えられる。まくらぎの受ける荷重の大きさが残留

沈下量に与えるの影響については,ま くらぎ1本 の模型に対 して載荷荷重を段階的に変化させた繰

返 し載荷試験を行うことにより検討を行った。その結果,載 荷荷重を5%減 少させただけで残留沈

下量が半分程度に減少することが分かった。つまり,荷 重履歴 を受けている地盤では,そ れよ り小

さい荷重を受けても残留沈下はあまり生じないため,載 荷中に荷重分担率が刻々と変化する定点載

荷では残留沈下量が小さくなると考えられる。一方,地 盤内の主応力の回転量をFEMに よ り求め

た結果,ま くらぎ直下の応力が高い位置では主応力の回転がほとんど生じないことが分かった。す

なわち,鉄 道では不連続に配置されたまくらぎを介して地盤に荷重が伝達されるため,道 路を走行

する車輪の場合のように,ま くらぎ直下では連続した主応力の回転は生じない。ただ し,深 い位置

では複数のまくらぎによる応力が重な り合って主応力は回転 しているため,主 応力の回転の影響は

無視できないが,鉄 道の場合には主応力の回転の影響に加え,軌 道の構造的な要因が大きいことが

分かった。

以上のように,本 研究では鉄道路盤の変形メカニズムを詳細に検討 した上で,新 しい強化路盤の

設計方法を提案 した。また,移 動荷重載荷試験 と定点載荷試験の結果から,載 荷方式による路盤の

変形特性の違いを明 らかにした。本研究によって,鉄 道路盤の弾性挙動については定量的な評価 を

行 うことができることが分かった。一方,繰 返し載荷による塑性変形については変形のメカニズム

が明らかにな り,定 性的にはその挙動について評価することが可能となった。今後の課題 として,

繰返 し載荷による軌道および路盤の残留変形を定量的に求める方法を検討することが必要である。
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第1章 序論

1.1本 研 究の 意義

土構造物上のバ ラス ト軌道は図1.1.1に 示す通 り,路 床,路 盤,バ ラス ト,ま くらぎ,レ ール

によ り構成される。バラス ト軌道は列車が繰返 し走行す るとバ ラス ト部の塑性変形によって軌道

が変形 し,列 車の走行安定性 に影響を与えるため,定 期的な保守作業が必要 とされる。特 に路盤

条件の悪 い箇所で はバラス トの変形量 も大き くなるため,保 守作業の頻度が増大する。それに対

して,バ ラス トの変形 による保守作業を省 くために開発された省力化軌道は図1.1.2に 示すよう

に,路 床,路 盤,レ ール,ま くらぎ(又 はスラブ),レ ールよ り構成 され,強 固な路盤で列車荷重

を支持す ることによ り,軌 道の変形を抑制する。本研究では軌道を構成する構造の中で,こ れ ら

の土構造物上 に敷設される路盤を対象 とした検討 を行った。

鉄道の路盤は軌道 を強固に支持 し,軌 道 に対 して適 当な弾性 を与えるとともに,路 床の軟弱化

を防止 し,路 床への荷重の分散伝達および道床内の水 をすみやかに排除するなどの機能を有す る。

経済的で安全な構造物を建設するために,構 造物の設計は性能規定 による方法に移行 されつつあ

り,鉄 道路盤の設計 も性能規定 による方法を取 り入れることが求められている。

新設線のバ ラス ト軌道 に広 く採用されている強化路盤は粒度調整砕石 とアスファル トコンク リ

ー トによ り構成され,高 い剛性によって軌道を支持す る構造である。強化路盤を用いることによ

り,道 床バ ラス トの変形に起 因す る保守作業を軽減す る効果が期待 され ることに加え,雨 水の路

床への浸入を防止 して降雨時の列車走行安定性 を高めるとともに,噴 泥 の発生を防ぐ効果がある。

さらに,強 化路盤は列車荷重を分散 して路床へ伝達す るため,路 床の変形を抑制する効果がある。

従来の強化路盤の設計では弾性変形による路盤表面のたわみ量が2.5mm以 内となるように路盤

の厚さが決められていた。平成4年 に制定された 「鉄道構造物等設計標準 ・同解説 土構造物」

では,路 床 の平板載荷 によるK30値 に応 じて,適 切な路盤の厚さが示されている。しかしなが ら,

図1.1.1バ ラス ト軌 道 図1.1.2省 力化 軌道



路盤の厚 さは路床の条件 によ り一義的 に決定される ことになるため,耐 用年数,列 車荷重,列 車

本数等 に応 じた柔軟な設計を行 うことができない。そ こで,本 研究では道路のアスファル ト舗装

の設計 と同様に,ア スファル トコンク リー トの疲労寿命か ら路盤の厚さを決定する方法 を検討す

る こととした。アスファル トコンクリー トの疲労寿命 を求めるためには,ア スファル トコンクリ

ー トに発生するひずみを精度よ く推定する必要がある。 しか しなが ら,鉄 道ではレール とまくら

ぎによって列車荷重が分散されて路盤 に伝達 されるため,ア ス ファル トコンク リー トに直接タイ

ヤで載荷 される道路の場合と比較す ると変形のメカニズムが複雑である。道路のアスファル ト舗

装の設計では多層弾性解析 によ りアス ファル トコンクリー トのひずみを求める方法で設計が行わ

れ るが,多 層弾性解析では複雑な形状の軌道 を支持するアスファル トコンクリー トのひずみを求

めることは困難であると考え られる。そこで,本 研究で は有限要素法(FEM)に よ りアス ファル

トコンク リー トのひずみを求める方法を検討することとした。従来の強化路盤の設計で も路盤の

たわみ量 を求めるためにFEMが 導入されているが,ア スファル トコンク リー トのひずみを求める

ためには,形 状をよ り詳細にモデル化することによ り,精 度の高い解析を行 う必要があった。

本研究では,軌 道の下にあるアス ファル トコンク リー トのひずみをFEMに よ り求めることの妥

当性を検 証す るために模型実験を行い,FEM解 析 と模型実験の結果 と比較することとした。しか

しなが ら,従 来行われていたような定点で繰返 し載荷を与える方法では載荷点直下に局所的な残

留変形が生 じ,支 持条件が繰返 し載荷 とともに変化 して しまうという問題点があ り,列 車走行 に

伴 う弾性挙 動の適切な評価 を行 うことができない可能性があった。そこで列車の走行 を模擬 し,

載荷輪 を移動 させ ることによ り載荷 を行 う移動荷重載荷試験を行 うこととした。移動荷重載荷 を

行 うことによ り,各 まくらぎが順次同 じように載荷 され るため,定 点載荷で生 じるような載荷点

直下の局所 的な変形を回避することができる。すなわち,移 動荷重載荷を行 うことで繰返 し載荷

を行 った場合でも路盤の弾 性挙動を適切 に評価することが可能になると考え られる。

一方,移 動荷重載荷を行 うと地盤内の主応力の方向が変化す ることや,定 点載荷のような載荷

点直下の局所的な変形に伴 う荷重分散の変化によるまくらぎ荷重の低減が生 じないため,定 点載

荷 の場合よ りも繰返 し載荷による残留沈下量が大 きくなることが予想される。本研究では,移 動

荷重載荷 と定点載荷のメカニズムの違 いを比較す ることによ り,載 荷方法が繰返 し載荷 による残

留沈下量 に与える影響を検討 した。

アスファル トコンクリー トのひずみを用いた強化路盤の設計を行 うために,実 物大 の軌道 にお

けるアス ファル トコンクリー トのひずみをFEMで 評価 できることを示す必要がある。ここではア

ス ファル トコンクリー ト路盤に直接まくらぎを設置するアスファル ト路盤直結軌道を対象として,

実物大試験軌道 を構築 して静的載荷試験 を行った結果について検討を行った。アスファル ト路盤

直結軌道は省 力化軌道の一種で あるが,海 外で施工実績があるものの我が国では営業線 における

施工例がな く,国 内における研究開発が必要 とされている。 この軌道方式ではアスファル トコン

クリー ト路盤 を用いるため,そ の設計においては強化路盤と同様に,ア スファル トコンクリー ト

のひずみを評価す ることが重要 となる。本研究ではアス ファル ト路盤直結軌道 の変形特性を詳細

に計測 し,FEMと の整合性を評価することとした。実物大軌道におけるアス ファル トコンク リー



図1.1.3ア スファル トコンクリー トのひずみを求めるための路盤圧 力の考え方

ト路盤のひずみをFEMで 評価できることを示す ことによ り,強化路盤の設計 においてアス ファル

トコンク リー トのひずみをFEMで 求める ことの妥当性を示す ことができると考 えられる。

強化路盤の設計を行 う際に重要であるのが,路 盤表面に作用する圧力である。従来の強化路盤

の設計では図1.1.3(a)に 示すように,ま くらぎ下面の圧力が四角錐台の形状 に分散 して路盤表面

に作用する と仮定 していた。しか しながら,こ の方法では路盤表面 に作用す る圧 力分布を簡略化

しているため,ア スファル トコンクリー トのひずみを評価するのは難 しいと考え られる。そ こで,

新 しい設計方法ではバラス ト内における応力分布の形状を簡略化せずに,レ ール,ま くらぎ,バ

ラス トをFEMで モデル化 し,レ ールに対 して列車荷重を与えることによ りアス ファル トコンクリ

ー トのひずみを求める こととした。本研究では,実 物大まくらぎの下面に分割 ロー ドセルを設置

してまくらぎ下面に作用 している圧力を測定す るとともに,路 盤表面 に作用 して いる応力を測定

した。その結果をFEMと 比較することで圧力の分散に関して仮定をせずに,バ ラス トを含めてモ

デル化 した解析方法の妥当性を検証 した。

実験の結果 を考慮 した上で,FEMに よ りアスファル トコンクリー トのひずみを推定する方法 に

ついての検討 を行い,新 しい強化路盤の設計方法 を提案することを本研究の目的 とした。一方,

移動荷重載荷 と定点載荷 における変形特性 の違 いを明 らかにすることで,繰 返 し載荷による残留



沈下量についての考察を行 った。

定点載荷試験では軌道および地盤の変形挙動が実際の列車走行の場合と異な ることや,移 動荷

重載荷を行 うと定点載荷 よりも繰返 し載荷 による残留沈下量が大き くなることは従来か ら指摘 さ

れていたが,そ のメカニズムについて地盤内部に生 じる応力やひずみの状態 を考慮 した十分な研

究は行われていなかった。 また,移 動荷重載荷では主応力の方向が変化することは一般的 に知 ら

れていたが,列 車の走行 によって生 じる主応力方向の変化やその影響についての具体的な研究は

行われていなかった。鉄道においては不連続に配置されたまくらぎによって荷重が地盤に伝達 さ

れ るため,車 輪が連続的 に走行す る道路の場合 とは主応力回転のメカニズムが異なるが,ま くら

ぎの位置 と主応力方向の回転の関係については明らかになってはいなかった。また,列 車の走行

によって生 じる地盤内の応 力やひずみの分布 について も,実 験 と解析 の両面か ら応力,ひ ずみ,

変位を考慮 した多角的な検討は十分 には行われていなかった。

以上のことか ら,本 研究 において実験 と解析の両面か ら詳細に検 討を行 うことで,移 動荷重載

荷 による地盤内部 の応 力や ひずみの状態 を明 らかにすることは,鉄 道路盤の設計 に対す る信頼性

を向上させるために重要な意義がある。特に,路 盤の設計に直接結びつ く弾性挙動に関しては実

験の結果 を通 じて解析の信頼性 を示す ことで,実 験 にお いて測定の難 しい位置 における地盤内の

応力やひずみを高 い精度で推定することが可能になる。 さらに解析の精度 を高めることで実験を

行 っていない地盤条件 にお ける路盤 につ いて もその挙動 を推定する ことができる。このよ うに,

実験 と解析の両面か ら検討 を行 うことによ り,測 定の難 しい地盤内部の応力やひずみの状態 を正

確 に知ることができれば,よ り現実に即 した精度の高い設計を行うことが可能となる。



1.2既 往の研 究

1.2.1鉄 道 路盤 に関す る既 往の研 究

列車荷重 を支持する道床および路盤の構造は,新 設線を対象 とした構造 と既設線 を対象とした

構造に分類することができる。新設線 を対象 とした路盤についてはバ ラス ト軌道用の路盤 と,バ

ラス トを使用 しないことにより軌道保守作業の低減を図った省力化軌道用の路盤に分けることが

で きる。一方,既 設のバラス ト軌道 については既存のバ ラス ト層を注入剤等によって強化するこ

とにより,省 力化軌道 とするための構造が各種提案されている。

新設線の土路盤上バラス ト軌道を対象 とした路盤の代表的な構造 として,粒 度調整砕石 とアス

ファル トコンクリー トによる強化路盤が広 く用 いられてお り,現 在建設されている主要な線区で

は基本的に強化路盤が採用 されている。一方,省 力化軌道用の路盤 としては主にコンクリー ト路

盤 とアスファル ト路盤がある。これ らの路盤 は主 にコンク リー トのスラブ版で レールを支持する,

ス ラブ軌道のための路盤として採用 されている。新設線 を対象として開発 された路盤の構造は夜

間の限 られた作業時間内では施工す ることができないため,一 般的に既設線 に適用す ることは難

しい。そのため,既 設線 に対 しては短時間で施工できる工法が開発 されてきた。

以下に鉄道路盤に関す る既往 の研究 について述べる。

(1)強 化路盤

強化路盤は図1.2.1に 示すように,ア スフ ァル トコンクリー トと粒度調整砕石か ら構成 される

砕石路盤 と水硬性粒度調整高炉ス ラグ砕石で構成されるスラグ路盤 に分け られ る1)。スラグ路盤に

ついては製鉄所の近傍以外ではコス トが割高 になるため,我 が国では砕石路盤の方が広 く採用さ

れている。強化路盤は当初,軟 弱な地盤上に軌道を敷設する際に,噴 泥な どによる保守作業の増

大 を回避することを目的として開発 され,初 期の強化路盤の設計には道路のアス ファル ト舗装の

技術が取 り入れ られた。現在では噴泥が懸念 される材料を盛土材料 として使用 しないことや,切

取 りや素地などにおいて路床が軟弱な場合は路床改良を行 うなどの対策が行われているため,今

後建設される新設線 において噴泥が発生する可能性そのものは少な くなっている。しかしなが ら,

強化路盤は高い剛性で軌道 を支持することによ りバ ラス ト層の変形による軌道保守作業の低減効

図1.2.1強 化 路盤 の構造1)



果 が期 待で きる ことや,路 床 へ の雨水 の浸 入 に よる支持 力 の低下 を抑 制す る ことが で きるため,

新 設線 のバ ラス ト軌 道 で は強化 路盤 が広 く採 用 され て いる。

昭和53年 に制 定 され た 「建 造 物設 計標準解 説 土 構造物 」で は,Boussinesqの 弾性 理論 に基づ

いた強化 路盤 の設 計方法 が 示 された2)。そ の後,平 成4年 に制 定 され た 「構造 物等設 計標準 ・同解

説 土構 造物 」の 中で須 長 ら(1991)の 研 究 によるFEMを 導 入 した設 計方法 が示 され,よ り合 理

的 な設 計が行 わ れ る こと とな った3),4),5),6)。従 来 の強化 路盤 の設計 方法 について は 「1.3従 来 の

強化 路盤 の設 計 方法 」 にお いて 詳細 を述 べ る。

一方
,欧 米 の鉄 道 で は路床 とバ ラス トの 間 に剛性 の高 い路盤 が 存在 す る強化路 盤 のよ うな構 造

は あ ま り一般 的 で はな い。 欧米 にお け る一般 的なバ ラス ト軌道 で は,図1.2.2に 示 す ようにバ ラ

ス トの下 に剛 性 のや や低 いサ ブバ ラス ト層 が設 置 され,さ らにそ の下 に剛性の よ り小 さい路 床 が

設置 され て い る とい うよ うに,剛 性 を深 さ方 向 に連 続的 に低 減 させて い く構造 が採用 されて い る7)。

強化 路盤 と類 似 した構造 として は,米 国 にお いてバ ラス ト軌 道用 の路 盤 として の アス フ ァル ト路

盤が使 用 され た実 績 が あ る7),8),9),10)。 これ は,図1.2.3に 示す よ うにUnderlayment Asphaltと 称

し,バ ラス ト層 の下部 を アス フ ァル トコン ク リー トに置 き 換 え た構造 で ある。 一方,Full-Depth

asphaltと 称 す る構 造 で は,ア ス フ ァル トコ ン リー トが直接 ま く らぎ を支 持す る もので,後 述 す る

図1.2.2欧 米 におけ る一般 的 なバ ラス ト軌道 の構 造7)

図1.2.3米 国 におけ るア スフ ァル ト路盤 の 構造7)



省力化軌道用アスファル ト路盤と同様の機能を有する。 しか しなが ら,Full-Depth asphaltは 構造

として提案はされているものの,軌 道変位が生 じたときの保守作業が困難であることから,施 工

実績 は少ないようである。

(2)路 床 ・路盤の強化方法

強固な路盤が構築 されていない軟弱な地盤上において繰返 し列車荷重が作用すると,泥 土化 し

た路盤土が道床バラス トに吹き上げる路盤噴泥が生 じることがある。路盤噴泥が生じるよ うな箇

所では道床バラス トの変形が進みやす く,軌 道保守量が増大す る。その対策 としては,石 灰やセ

メン トを原位置の土 に加え,強 度 を増加させる安定処理工法が適用 され ることが多い。石灰安定

処理は生石灰 の水和反応による発熱作用 と膨張作用によ り土の性状 を改良させる工法であ り,一

般的に含水比が高 く,細 粒分の多い土に有効である。セメン ト安定処理工法はポル トラン ドセメ

ン トを添加 して土粒子 に接着 力を与え,ま た土粒子表面の性質を化学的に変え親水性を低下させ,

土粒子間の粘着力を増加させる工法である。粘性土に対しては一般的にポル トラン ドセメン トの

添加量が多 くなるため不経済 とな り,高 有機質土では有機物 によるポル トラン ドセ メン トの水硬

性が妨げ られるなど,有 効でない場合もある。ポルトランドセメント以外に,高 含水の粘性土や

有機質土,火 山灰質粘性土 にも有効なセ メン ト系固化材 もあるので,経 済性 と有効性 を考慮 して

最適な固化材 を選択する必要がある1)。

関根 ら(1993)は 安定処理 を行 う機会の多い火山灰質粘性土を用 いて大型供試体による繰返 し

載荷試験 を行い,列 車の繰返 し荷重に対する安定処理土の耐久性を検討 した11),12)。その結果,安

定処理 した路盤は作用する応力に対 して5倍 以上の強度があれば,繰 返 し荷重によるひずみ振幅

は小さく,累 積沈下も小さいことが明 らかになった。列車荷重によって作用する路盤表面の応力

は0.1MN/m2程 度であることか ら,安 定処理した鉄道路盤の一軸圧縮強 さは0.5MN/m2以 上 を確保

して いれ ば列車の繰返 し荷重 による耐久性を十分

保つ ことができる。

関根 ら(1992)は 既設営業線における路盤の強

化工法として,ハ ニカム構造の立体補強材(ジ オ

セル)を 用いた方法を開発 した13),14)。従来,営 業

線の路盤強化工法としては安定処理工法や置換工

法が多 く用い られてきた。しかしなが ら,安 定処

理工法 は施工直後 にはその効果が期待できず,改

良後す ぐに効果を期待する場合 には添加材の添加

量が増えるなどの不経済な点が ある。一方,置 換

工法 にっいては,短 時間の施工間合いでは締固め

不足 によ り所定の剛性が得 られない場合がある。

ジオセルを用いた工法では図1.2 .4に 示すように

材質が高密度ポ リエチ レンである板をセル状に加
図1.2.4ジ オセル による路盤 の強化13)



工 した補強材 の中に粒度調整砕石や単粒度砕石などの充填材を投入 して締め固めることによ り,

剛性の高い路盤を構築する。実物大模型試験や営業線での試験施工によって,残 留沈下や動的変

位 の低減 に十分な効果があることが確認 された。充填材 として最 も効果的なのは粒度調整砕石で

あるが,粒 度調整砕石は十分 に転圧 を行 う必要がある。既設の営業線 に対 しては,転 圧のほ とん

ど必要ない単粒度砕石を充填材 として使用することで,十 分な剛性 を得 られるとともに,迅 速な

施工が可能 となっている。

(3)既 設線用土路盤上省力化軌道

既設の営業線バラス ト軌道 にお ける保守作業を削減す ることを目的 として,バ ラス トレスの省

力化軌道 の開発が行われてきた。既設線用の省力化軌道 は既存のバ ラス ト層に注入を行 うことに

よ り,強 化させる方法が一般的である。図1.2.5に 示すB型 舗装軌道15)はLPCと 呼ばれる大版 ま

くらぎの採用 によ り道床に作用する圧力および振動 を軽減 し,バ ラス ト層に粘強性特殊加熱 アス

ファル ト(PTAC)を 注入することで道床バラス トの結合力を強化す る構造である。B型 舗装軌道

は武蔵野線などに敷設 されたが,PTACは180℃ の高温で注入することから加熱装置等の装置 を必

要 とし,コ ス トが高かった。また,注 入後の強度発現時間が長い ことや,注 入層の厚 さにば らつ

きがあった ことな どか ら,そ の後爪長 ら(1983)に よ りE型 舗装軌道が提案 された16)。E型 舗装

軌道は図1.2.6に 示すように,注 入剤 に常温型のセ メントアスファル ト系複合材(PTCAM)を 用

い,不 織布を用いる ことによ り安定 した浸透厚 さを確保す ることができる。安藤 ら(1992)は 国

鉄技術研究所でプロ トタイプが開発されていたE型 舗装軌道を改良して実用化 し,山 手線 におい

て敷設 を行 った17)。改良されたE型 舗装軌道ではLPC下 面 に凹みをつけることによ り水平抵抗 力

を向上 させ るとともに,LPC下 面にガ ラス繊維マッ トを使用する ことにより,て ん充層への衝撃

荷重を軽減 させた。

その後JR東 日本ではE型 舗装軌道 の敷設で得 られた知見 をもとに低コス ト化を図ったTC型 省

力化軌道 を開発 した18)。TC型 省力化軌道ではまくらぎの小型化 により,マ ルチプルタイタ ンパー

による初期の軌道保守作業を可能 にす るとともに,注 入材の変更な どによ り施工直後 にお ける列

車の徐行の必要がな くなった。TC型 省力化軌道は首都圏を中心 に敷設が進められている。

図1.2.5B型 舗 装 軌 道15) 図1.2.6E型 舗 装 軌 道17)



(4)新 設線用土路盤上省力化軌道

新設線を対象とした省力化軌道にはアスファル ト路盤を用 いた構造とコンクリー ト路盤を用い

た構造がある。一般的 にアスフ ァル ト路盤は施工性 に優れ,乗 り心地が良いとされているが,コ

ンクリー ト路盤に比べて耐用年数が短 く,材 料の感温性が高い ことが短所 として挙げ られ る。一

方,コ ンクリー ト路盤 は耐用年数が長 く,路 盤の剛性が高いという長所がある反面,初 期建設費

が割高であり,施 工後 の養生期間 を必要 とし,乗 り心地が劣るという短所がある。「鉄道構造物等

設計標準 ・同解説 省力化軌道用土構造物」においてそれぞれの構造の適用は敷設現場の状況 を

考慮して判断することとされているが,現 時点では コンクリー ト路盤が採用される例が主である。

アスファル ト路盤 を用 いた省力化軌道 の代表的な構造が図1.2.7に 示すRA型 スラブ軌道である

19)。この軌道ではアスファル ト路盤の上 にCAモ ルタル を介 して比較的短いRA型 軌道 スラブが敷

設されるため,コ ンク リー ト路盤上のスラブ軌道よ りも地盤の変形に追随しやす い構造 となって

いる。RA型 スラブ軌道は1971年 か ら1978年 にかけて全国14箇 所,軌 道延長2.3km施 工された。

初期に東海道本線 にお いて施工 されたRA型 スラブ軌道の一部では開業後に軌道スラブが沈下 し,

舗装にひび割れが生 じ噴泥状態 になった ことか ら補修が余儀な くされた。当時の構造は上部のア

スファル トコンクリー トの下 にアス ファル ト浸透式マカダム工法による下部路盤が構築されてい

るものであったが,ア スファル トコンクリー トが60mmと 薄 く,下 部路盤も140mm～250mm程 度

と比較的薄 く,強 度の小さい構造であった。また,路 床表面でK30値110MN/m3を 満足 して いた も

のの,噴 泥を生じやすい材料であったことも変状発 生の原因として考え られた。その後RAス ラ

ブを支持するアスファル ト路盤の構造は改良され,最 終的に上越新幹線ではアスファル トコンク

リー ト350mmの 下にセメン ト安定処理400mm,さ らにその下 に粒度調整砕石200mmと いう強固

なアスファル ト路盤が敷設された20)。上越新幹線に敷設されたRA型 スラブ軌道はその後,良 好

な状態を保っている。 しか しなが らその後の建設 された新幹線ではRA型 ス ラブ軌道は採用され

てお らず,現 在ではコンク リー ト路盤を用 いた土路盤上スラブ軌道が主流となっている。

図1.2.7RA型 ス ラ ブ 軌 道19)



一方 ,ド イ ツで は アス ファル トコ ンク リー ト路

盤 の上 に直接 ま く らぎ を設 置す るアス フ ァル ト路

盤 直結軌道 が本 格的 に採 用 され て い る。 ドイ ツで

採用 され て いる アス フ ァル ト路 盤直 結軌道 にはい

くつか の形式 が あ る19),21),22)。 代 表 的な形 式 は,

図1.2.8に 示 すATD(Asphalt Tragschicht mit

Direktauflagerung der Schwellen)軌 道 で あ り,路 盤

中央 部の凸部 と2ブ ロ ック ま く らぎの 間に樹脂 を

詰 める ことで水 平荷 重 に抵 抗 す る ことを特 徴 と し

て いる。そ の他 に,円 筒 形 コ ン ク リー トで水平抵

抗 力を とるWayss&Freytag軌 道(図1.2.9),鋼 製

ピンで水平抵 抗力 を とるWalter軌 道(図1.2.10)

な どがあ る。 いず れ の構 造 も アス フ ァル トコ ンク

リー トとま く らぎの 間 に設置 した不織 布で不 陸 を

吸 収 させて い る。 ドイ ツの アス フ ァル ト路盤 直結

軌道 は2001年 まで に約80kmの 延 長 に施工 された

実績 が あ る23)。

アス フ ァル ト路盤 直結 軌 道 につ いて は,欧 米 と

比較 して一般 的 に地盤 条件 が 劣 り,荷 重条件 も厳

しい我 が国で は 「鉄 道構 造 物等 設 計標準 ・同解 説

省 力化軌道 用土 構造 物 」 にお いて 設計例 が示 され

ているものの未だ実施工例 は無 く,研 究のさらなる深度化が必要 とされている。本研究では第4

章において試験軌道 によるアスファル ト路盤直結軌道の改良型 を提案するとともに,そ の変形特

性 に関する詳細な検討 を行 っている。

従来,土 路盤上の省力化軌道 にはコンク リー ト路盤よ りも地盤の変形への追随性 に優れ るアス

ファル ト路盤が適 して いると考 えられてお り,RA型 スラブ軌道について も様々な路盤厚 さの構造

が建設 された。その経緯の中で地盤条件が良好でない箇所に,比 較的薄 い路盤で適用 された こと

もあ り,一 部 に変状が生 じたことか らあまり良 くないイメー ジが定着 して しまったようで ある。

しか しなが ら現在では 「鉄道構造物等設計標準 ・同解説 省力化軌道用土構造物」に示されてい

るように,省 力化軌道 を支持するための路床条件を満足 している箇所 に,必 要な厚 さのアスファ

ル ト路盤 を敷設することで,RA型 スラブ軌道 も省力化軌道 としての必要な性能を満足できる こと

がわかっている。

コンクリー ト路盤を用いた土路盤上スラブ軌道は,厚 さ300mmの コンクリー ト路盤上に,CA

モルタルを介 して長さ約5mのA型 軌道スラブを敷設する構造である。アスファル ト路盤のRA

ス ラブ軌道が本格採用に至 らなかったこともあり,新 設線用の新 しい省力化軌道 として検討が行

われて いた。本構造の北陸新幹線への適用の可否 を判断するために,現 地の高盛土の箇所 におい

図1.2.8ATD軌 道19}

図1.2.9Wayss&Freytag軌 道19)

図1.2.10Walter軌 道19)



て載 荷 試験 が行わ れ た24)。 コ ンク リー トに発生す る応力や 路床 に作用す る応 力,繰 返 し載 荷 によ

る路 盤 の累 積沈下 量 な どが検 討 され た 結果,良 好 な性 能 を有 して いる ことが確 認 され た。 本構 造

は最終 的 に北 陸新 幹線 の4%に あた る軌道延 長10.8kmに 敷 設 された。 そ の後,東 北新 幹線 や 九州

新 幹線 の建 設 にお いて本 格 的 に導入 されて い る。

一 方 ,ド イ ツで は新 しい土 路盤 上省 力化軌道 の 開発 を進めている 2 5 ) 。図 1 . 2 . 1 1 に示すマンハイ

ム近郊 の ワグホイ ゼル(Waghausel)では,1996年の夏 に7種 類 の省 力化軌 道 が営業 線 にお いて試

験敷 設され た。図1.2.12に 示す7種 類 の各軌道 は約3kmの 区間 に数 百 メー トルずつ 敷 設 されて お

り,今 後 の 高速新 線 の ため の軌 道構 造 は この 中か ら選 定 され る可能 性が 高 い。 この 中で,Bauart

Zublin?BTE,Heilit&Woerner BES,System Crailsheim FFC,Hofchtief/Screck-Mievesと 呼 ばれ る4

種類 の軌道 はセ メ ン ト安定処 理 した 路盤 の上 に現場 打設 の コ ンク リー トス ラブ版 を構 築 す る構 造

を採 用 して いる。 この4種 類 の軌 道は レール支 持部 の構 造 にそ れぞ れ独 自の形式 を採 用 して いる

た め施工 方法が 異 なるが,列 車 荷重 を支 持す るた めの ス ラブ版 の力学 的な機能 は基 本 的 に等 しい。

我 が国 の土路 盤 上ス ラブ軌 道 に用 い られ る ス ラブ版 は工 場 製品 で あ り,現 場打 設 した路盤 コ ンク

リー トの上 にCAモ ル タル を介 してス ラブ版 を設 置 させ る構 造で あ る こと と比較 す る と,ド イ ツ

の 方式 は構造 を簡 略化 して コス トの低 減 を図 った構 造 で ある といえ る。Heitkampは ま く らぎ直結

軌道 の一 種 であ り,セ メ ン ト安定処 理 した 路盤上 に箱 形 にコ ンク リー トを打 設 し,そ の箱 の中 に

バ ラス トを散布 してPCま く らぎ を敷 設 し,最 後 にモ ル タル を注 入 してバ ラス トを固 め る とい う

構 造で あ る。 これ は ドイ ツ にお いて実 績 のあ る レー ダ軌 道 と基 本構 造 は同 じで あ り,そ の改 良型

という位 置付 け にな る。Raisengleis f〓r Fernbahnは 透水 コンク リー トの路盤 上 に縦 ま く らぎを設置

した構 造で あ り,板 状 の構造 体で軌 道 を支 持す る他 の軌道 構造 とは異 な る力学的 構 造 を持 つ。 こ

の軌道 の特 徴 として,表 面 を芝 生で覆 う ことによ り景観 に配慮 す る と ともに,芝 生 の吸 音効 果 に

よ り騒 音 を低 減 す る ことを期 待 して いる ことが 挙 げ られ る。 F F B S - A T S - S A T O はアスファルト路盤

にま く らぎ を直 接設 置す る構 造 で あ り,既 に ドイ ツで実 績 のあ るアス フ ァル ト路 盤 直結軌 道 とほ

ぼ等 しい構 造 を持 つ。 この軌 道 の特徴 と して,ま くらぎ とアス フ ァル ト路盤 の間 に薄 い ゴム材 を

挿入 す る ことに よ り,不 陸 を吸 収 させて いる ことが挙 げ られ る。 また,騒 音 を吸収 す るた め に ま

く らぎ間 に吸音 材 を設置 して いる ことが特徴 とな って い る。

図1.2.11ド イ ツ にお ける省 力化 軌道 の試 験敷設箇 所 ( W a g h a u s e L ) 2 5 )



図1.2.12ド イツ にお け る7種 類 の省 力化軌 道 の試験 軌道25)



1.2.2移 動荷重載荷に関する既往の研究

従来軌道や路盤の載荷試験では,レ ール上の1点 で載荷 を行 う定点載荷試験が多 く行われてき

た。これは特 に実物大試験 において,実 際の列車荷重と同 じように移動荷重を与えなが ら繰返 し

載荷試験 を行 うことが困難であったためである。 しか しなが ら,定 点載荷 と移動載荷では載荷方

法の違いか ら地盤に作用す る応力経路が異なることに加え,定 点載荷では載荷点直下 における局

所的な変形のため,繰 返 し載荷中に支持条件が変化す る可能性が考えられて いた。平川 ら(2000)

26),27),28),29)は1/5縮尺の軌道模型を用 いて移動荷重載荷実験 を行った。地盤は豊浦砂 を用いて作

成 し,そ の上にまくらぎ7本 とレールか ら構成される軌道模型 を設置 した。移動荷重載荷 と定点

載荷を行った結果,移 動荷重載荷による繰返し載荷の累積沈下量は定点載荷での値よ りも大きく

なる傾向にあることがわかった(図1.2.13)。 これは従来行われてきた定点載荷試験では,累 積沈

下量について定量的な評価 ができないことを示唆 している。 この理由の一つ として,定 点載荷で

は繰返 し載荷によって載荷点直下のまくらぎが受ける荷重が減少し,隣 接す るまくらぎに荷重が

分散されることによ り,地 盤 に載荷される荷重の ピー ク値が減少することが指摘された。また,

移動荷重載荷では主応力の方向が回転による影響や,ま くらぎのゆす りこみによる影響の可能性

があることなどが指摘 された。さらに,村 本 ら(2001)に より,ま くらぎ15本 を有する軌道模型

を用いた移動荷重載荷試験および定点載荷試験,1本 のまくらぎに対して載荷 を行 う一点載荷試

験の結果が比較され,ま くらぎの沈下量は移動荷重載荷が最 も大 きく,一 点載荷,定 点載荷の順

に小さくなることが報告されている30)。

原田ら(1993)31),32)とTowhata et al(1994)33)は 中空ね じり試験機を用 いて,載 荷荷重の移動

を想定 した主応力方向の変化を伴 う繰返 し載荷試験 を行 った。供試体にはカオ リナイ トを混合 し

た豊浦砂が用 いられた。主応力の方向は一様弾性地盤において分布荷重が無限遠か ら近づき,無

限遠に遠 ざかる場合に地盤内に作用する応力 として定められた。主応力の方向を回転 させ ること

によ り,主 応力の回転がない場合 と比較 して繰返し載荷 による残留ひずみ量が大き くなることが

示された。

図1.2.13定 点載 荷 と移動 載荷 の比較27) 図1.2.14載 荷方 法 による沈 下量 の差30)



Wong and Arthur(1985)34)は 主応力の方向を制御できるせん断試験装置Directional shear cell

(DSC)を 開発 し,異方性が砂 の変形特性に与える影響を検討 した。開発された試験装置 は図1.2.15

に示すように,供 試体を包んだメンブレンの表面 に等 間隔で結合 されたス トラップに張力を与え

る ことよってせん断応力を作用 させ,直 応力はエアバ ッグによって与える構造 となっている。せ

ん断応力 を与えるス トラップは300%ま で伸びる柔軟な材料であ り,供試体側面 に均等なせん断応

力が与 え られる構造であった。 この装置を用 いて供試体の堆積面か ら主応力の方向を傾けた載荷

試験を行い,堆 積面か らの主応力方向の変化量が大 きい場合 に強度が小さくなることが示 された。

また,応 力履歴がある場合の再載荷では先行 して作用 した主応力の方向か らの傾きが大きい場合

の方が,強 度が小 さくなることが示された。さらに,主 応力比が 一定,す なわち,Rmax=(σ1/σ

3)maxが一定の場合で も主応力の方向を変化 させ ることによ り,塑 性変形の進行が継続することが

示 された。

以上のように,主 応力の方向が変化すると塑性変形量が大 きくなることは既往 の研究 よ り明 ら

か となっているが,鉄 道における主応 力の回転が地盤の変形 に与える影響については詳細な研究

は行われて いない。鉄道では道路のように車輪 によって連続的に載荷 される場合 とは異な り,ま

くらぎを介 して不連続的に列車荷重が地盤 に伝達されるため,地 盤内の応力が最 も大きくなるま

くらぎ直下では主応 力の方向はほとんど変化 していない可能性が考 えられるため,軌 道の構造 を

考慮 した詳細な研究が必要である。

図1.2.15Directional shear cell(DSC)34)



1.2,3バ ラス ト軌道の変形特性に関する既往の研究

石川 ら(1995)は 実物大試験 によ り,バ ラス ト軌道の繰返 し載荷試験 を行 った35)。まくらぎに

対 して繰返 し載荷 を行 うと負荷曲線(荷 重-変 位曲線)は 荷重強度が小さいときに接線ばね係数

が小さく,荷 重強度が大 きいときに接線ばね係数 の大 きくなる非線形の形状 となることを示 した。

また,繰 返 し載荷 を行 うことによ り塑性変形の進みが収束 しても,載 荷荷重を増加させる と再び

塑性変形が進行することを示 した(図1.2.16)。 さらに初期変位過程 にお ける残留変位量の増加が

終了すれば,そ れ以上塑性変形の進行 しな くな るような荷重強度の上限がある ことを示 した(図

1.2.17)。 また,石 川 ら(1997)は 大型三軸試験 によるバラス トの繰返 し載荷試験を行 った36)。大

型三軸試験 にお いて も,繰 返 し載荷試験を行 うと応力-ひ ずみ曲線が下に凸の形状になることを

示 した。また,3000回 の繰返 し載荷 によ り弾性化が進行 した場合でも,塑 性ひずみの影響は無視

できない ことを示 した。さらに石川 ら(1998)は 不連続変形法(DDA)を 用 いて,大 型三軸圧縮

試験によるバ ラス トの繰返 し変形挙動の解析 を行った37)。また,石 川 ら(2000)はDDAを 用いて

バラス ト軌道 の実物大載荷試験の解析 を行った。載荷試験 において,ま くらぎ下面に分割ロー ド

セルを配置 してま くらぎ下面圧力の分布を測定 した38)。図1.2.18に 示すように,ま くらぎ下面で

はバラス ト粒子 との接触状況 によって圧力がばらつ くが,DDAを 用いることでそのばらつきを表

現できる ことを示 した。

図1.2.16バ ラ ス ト軌道 の負荷 曲線35)

図1.2.17載 荷 荷重 と沈下量 の 関係35) 図1.2.18ま くらぎ下 面圧 力の 分布38)



関根 ら(2000)は 安山岩,玄 武岩,輝 緑岩 の3種 類のバラス トを用いて大型三軸試験を行 った39)。

その結果,輝 緑岩のバ ラス トにおける強度,変 形係数が最も大 きく,繰 返 し載荷 による残留ひず

み も小さ くなることを示 した。 また,関 根 ら(2002)は ロサンゼルス試験機 によ り,強 制的に磨

耗させたバ ラス トの大型三軸試験および実物大軌道 の繰返 し載荷試験を行 った40)。その結果,磨

耗 の進行 したバ ラス トでは強度が下が り,繰 返 し載荷 による残留沈下量が大き くなることが示さ

れた。また,河 野 ら(2001)は バ ラス ト粒子の磨耗の状態 を把握する方法 として,偏 角関数を用

いた形状評価手法が有効で あることを示 した41)。

Ishikawa&Sekine(2002)は バ ラス トを模擬 して1/5縮 尺の相似粒度に再配合 した単粒度砕石を

用 いて移動荷重載荷実験 を行 い,移 動載荷では一点載荷よ りも沈下量が大 きくなることを示 した

(図1.2.19)42)。 また,粒 度分布の異なる2種 類の砕石を比較 し,均 等係数が大 きく密度 も大き

い砕石の方が,沈 下量が小 さくなることを示 した。

図1.2.19バ ラス ト軌道模型における移動載荷 と定点載荷の比較42)

1.2.4道 路のアスフ ァル ト舗装 に関する既往の研究

我が国におけるアス ファル ト舗装の設計は従来

か ら米国で開発 された方法を参考にして行われて

きた。第二次世界大戦後 アスファル ト舗装が広 く

行 われるようにな り,昭和36年 のアスファル ト舗

装要綱 において,路 床のCBR(California bearing 

ratio)に 応 じて舗装厚 さを規定す る設計方法が取

り入れ られた。図1.2.20に 示す設計CBRと 舗装

厚 さ の 関 係 は 米 国 陸 軍 技 術 部 隊(Crops of 

engineers)に よって開発されたものであった。

その後,昭 和42年 のアスファル ト舗装要綱では

米国のAASHO道 路試験の結果 を取 り入れ,TA法

による設計方法が導入された。AASHO道 路試験 図1.2.20設 計CBRと 舗 装厚 さの 関係



では1956年 か ら2年 間に渡 り,約100億 円を投 じて100万 回を越す走行試験が行われ,そ の試験

結果は世界各国の舗装の設計に大 きな影響 を与えた。TA法 は式(1.2.1)に 示すように,舗 装を加

熱 アスファル ト混合物のみで施工 したときの厚 さを等値換算厚TAと し,そ れ以外の材料を用いる

層には等値換算係数aを 乗 じることにより,舗 装の合計厚 さがTAと なるように設計する方法であ

る。アスファル ト舗装要綱にお ける等値換算係数については我が国における試験結果 を加味 して

決定された。等値換算厚TAは 設計輪荷重をPと して,式(1.2.2)で 与え られた。

こ こ に,a1,a1,…,an:構 成 各 層 の 等 値 換 算 係 数

T1,T2,…,Tn:構 成 各 層 の 厚 さ(cm)

昭和53年 のアスファル ト舗装要綱 において式(1.2.2)は,輪 荷重5tf(49kN)に 換算 した輪数の

通行回数の関数に変換 された。輪荷重Piが 舗装の破壊 に与える割合Wiは 式(1.2.3)で 表される。

すなわち,ア スファル ト舗装の破壊 に与える影響は載荷荷重の大きさの4乗 に比例するというも

のである。 これはアス ファル トコンク リー トおよび路床に関して,破 壊 に至 るまでの載荷回数が

ひずみの4乗 程度の逆数に比例 していることに基づいている。ここでは,ひ ずみと載荷荷重 は線

形の関係にあることが仮定されている。

平成4年 のアスファル ト舗装要綱 において も設計の基本はTA法 によるもので あったが,多 層弾

性解析 による理論的設計法について も示された。理論的設計法 における代表的な例は1963年 に発

表されたShellに よる方法 と,1981年 に発表 されたAI(Asphalt Institute)による方法である。どち ら

の設計方法で もアス ファル トコンク リー ト下面の引張 りひずみと路床表面の圧縮ひずみで破壊基

準を規定 している点で共通お り,AASHO道 路試験な どの実測データをもとにして理論的方法 を

補完して いる。Shellの設計方法ではBurmisterの 多層弾性理論を基礎 としたBISER(Bitumen Stress 

Analysis in Road)と よばれるプログラムを用 いて構造解析を行っている。一方,AIの 設計方法では

DAMAと よばれるプログラムで寿命予測が行 われた。DAMAで は構造解析を行 うプログラムも組

み込 まれているが,こ ちらはCheveronに よるN-Layerと よばれるプログラムを拡張 したものであ

り,BISERと 同様にBurmisterの 解法を基本 としている。我が国のアスファル ト舗装要綱ではAI

による方法が参考 として示され,TA法 によ らない場合はこれに従 うものとされた。

平成13年 の 「舗装の構造に関する技術基準 ・同解説」および 「舗装設計施工指針」にお いて,

性能規定による設計方法が導入された43),44)。この中では平成4年 のアスファル ト舗装要綱で示さ

れていた,AIに よる設計方法を基本 とした設計方法が示されている。



1.2.5既 往の研究のまとめ

従来の研究 において,列 車荷重を支持する地盤の様々な強化方法が検討されてきた。この中で,

本研究においてはアスフ ァル トコンク リー ト路盤 を使用する 「強化路盤」および 「アスファル ト

路盤直結軌道」を対象 とした検討 を行 うこととした。鉄道において路盤および路床を強化す る大

きな目的の一つは,列 車走行 による繰返 し載荷によって生 じる地盤の残留変形量 を減少させ るこ

とである。従来,繰 返 し載荷による路盤 ・路床の残留変形量を評価す る際には定点で載荷を行 う

方式が一般的 に用いられてきた。 しか し,地 盤の残留変形量は載荷点が移動す る移動荷重載荷の

場合 と定点で載荷が行われる定点載荷の場合では,移 動荷重載荷の場合の方が,残 留変形量が大

き くなることが最近の研究によ り明 らかになってきた。その原 因としては,地 盤内において主応

力の方向が変化すると残留変形量が大きくなる ことが既往の研究 によ り明らか となってお り,主

応力方向の回転が残留変形量に影響 を与えていると一般的に考 えられている。 しかしながら,鉄

道 を支持する地盤内における主応力方向の回転量を具体的に検討 した上で,移 動荷重載荷の影響

と関連付けた研究は十分に行われて いない。鉄道では一般的に不連続 に配置されたまくらぎによ

って地盤 に載荷が行われるため,車 輪によって載荷が行われる道路の場合 と比較 して,応 力の最

も集 中す るま くらぎ直下では主応 力の方向があまり変化 しないという特徴を持つため,主 応 力方

向の回転 と残留変形量の関係を結びつけるためには慎重な検討が必要である。

一方
,ア スファル トコンク リー トの破壊基準 においては,道 路舗装の研究 にお いて蓄積された

結果 を鉄道に適用することができると考えられる。そのためには鉄道のアス ファル トコンク リー

トにおいて発生する弾性ひずみを精度良 く推定す る必要がある。 しか しなが ら,鉄 道では レール

およびまくらぎによ り構成される軌道構造を介 して載荷が行われ るため,車 輪で載荷される道路

の場合 と比較 して変形のメカニズムが複雑である。そのため,鉄 道路盤 としてのアスファル トコ

ンクリー トのひずみを精度良く推定す る方法を確立する必要がある。本研究では,模 型実験や実

物大軌道を用いた載荷実験 を行 い,路 盤の変位,ま くらぎの受 ける荷重,地 盤内の応力などを多

角的に測定す ることによ り,FEMで 求め られ る変形の信頼性を検証することとした。



1.3従 来の強化路盤の設計方法

1.3.1初 期の強化路盤

昭和49年 に大阪府の泉北鉄道の建設 において,

我が国で初めての強化路盤が施工 された6)。 原地

盤が粘土質細砂で構成される切取 り区間において,

噴泥の発生が懸念されたため強化路盤が導入され

ることとなった。当該区間は同時 に建設 される道

路 と並行す る箇所であったため,道 路技術者によ

って強化路盤の建設が行われた。路盤の構造を図

1.3.1に 示す。原地盤 には表層路盤 を支持するため

の支持 力が期待できないと判断されたため,路 床

改良層 として原地盤の表層50cmは まさ土に置き

換え られ,平 板載荷試験 によるK30値 が160MN/m3

以上 となるように締め固められた。 まさ土による

路床改良層の上部 に厚 さ15cmの 粒度調整鉱さい

による強化路盤が施工 された。一方,ま さ土の路

床改良層の下部には,原 地盤の細粒分が侵入 しな

いように,川 砂を用 いた厚さ20cmの 遮断層が設

けられた。

国鉄東京第二工事局(東 二工)よ って,東 海道

線および横浜線において保守省力化を目的とした

粒度調整鉱滓を使用した強化路盤が施工された45)。設計と施工 にあたっては,上 記の泉北鉄道の

例が参考 にされた。路盤の構造を図1.3.2に 示す。路盤上層の粒度調整鉱滓の下部には路盤下層

として粒度調整砕石層が設け られ,二 層で路盤を構成する構造 となった。粒度調整鉱滓は水和反

応によ り凝結硬化する ことによ り,数 ヶ月で強度が3～6MN/m2に 達 し,そ の後 も硬化が促進され

最終強度は10MN/m2以 上が期待された。鉱滓層の凝固に必要な水分の発散 を防 ぐために,表 面は

ゴム入 りアスファル ト乳剤で被膜処理された。

設計方法 は道路のアス ファル ト舗装に準 じ,路 床のCBRか ら舗装厚 さを定めるTA法 によるも

のであった。粒度調整砕石,粒 度調整鉱滓の等値換算係数 αにはそれぞれ0.35お よび0.45が 用い

られた。路盤上層の粒度調整鉱滓の厚さは15cmと され,粒 度調整砕石の厚 さは路床のCBRに 応

じて15cmま たは25cmと された。

1.3.2昭 和53年 の 「建造物設計標準解説 土構造物」における設計方法,2),46)

昭和53年 に制定 された 「建造物設計標準解説 土構造物」において,路 盤 ・路床か らな る二層

系弾性体地盤の表面におけるたわみ量が制限値以下となるように路盤の厚 さを定める方法が採用

された。この設計方法の起源は,ア メリカのカンサス州 において道路のアスファル ト舗装の設計

図1.3.1泉 北鉄道 における強 化路盤6)

図1.3.2国 鉄東 京第 二工事 局の強 化路盤45)



に用 い られ たカ ンサス三軸法47),48)であった。 これは1940年 代 にパーマー(Palmer)と バーバー

(Barber)によって提案 された方法で,舗 装と路床か らなる二層弾性地盤 を一様弾性地盤に置 き換え

て解析 を行 い,舗 装表面のたわみ量の制限値 を2.54mm(0.1イ ンチ)と していた。解析に用いる

変形係数は三軸圧縮試験よ り求める こととしていた。昭和53年 の 「建造物設計標準解説 土構造

物」では鉄道における妥 当な値 として,路 盤表面のたわみ量の制限値を2.5mmと して路盤の厚 さ

が定められた。この設計方法ではそれ以前に施工されていた強化路盤 よりも厚 くなったが,既 に

施工されて いた強化路盤の耐久性および軌道保守に対する有効性が確認できていないこともあ り,

厚い強化路盤が採用されることとなった。以下 に設計方法の概略をまとめる。

(1)道 床圧力の分布範囲

道床圧力は,道 床バ ラス ト内に作用する圧力であり,道 床下面における道床圧力が路盤に作用

する路盤圧 力となる。道床圧力のまくらぎ長手方

向の分布 につ いては木 ま くらぎを弾性床上の梁 と

考 えることによって図1.3.3に 示すよ うな分布が

得 られた。 しか し,コ ンク リー トま くらぎの場合

で同様の計算 を行 うと,そ の剛性が大きいために,

ほとん ど一様分布 とな って しまう。しか し,道 床

の突 き固めは レール下 を主体 として行われ るため

に,レ ール直下のバ ラス トの剛性が高 くな り,実

情 としては上記の分布形状 と変わ らないものと考

え られた。 レール直下で主 に荷重 を支持 し,ま く

らぎ中心部 は荷重 を支持 しないという仮定のもと

に,設 計のための道床圧力は分布形状 を簡略化 し,
図1.3.3道 床 圧 力(路 盤 表面 の圧 力)2)

図1.3.4設 計に用 いられた道床圧力の分布(片 レールあた り)2)



例えばまくらぎ長さ2m(在 来線)の 場合ではレール直下の幅75cmの 範囲で荷重を支持するとさ

れた。深 さ方向の分布 としては,深 さ15cmま では応 力が分散せず,そ れ以下では45度 の角度で

応力が分散すると仮定 された。これは従来から軌道の動力学設計に際して想定されていた応力の

分布範囲の考え方を導入 したものであった。以上の考 え方 をもとに,図1.3.4に 示す分布範囲が

定め られた。

(2)レ ール圧力

レール圧力は レールか らまくらぎに作用す る荷重である。 レール圧力は,コ ンクリー トま くら

ぎの設計に使用 されている荷重が用いられた。ま くらぎの荷重分散による分散係数は在来線にお

いては輪重の0.5,新 幹線 においては輪重の0.6と していたが,衝 撃係数1.0を 割 り増 して設計荷

重としていた。例 えば,在 来線において軸重16tfの 場合,レ ール圧力(レ ールか らまくらぎに作

用す る荷重)Pは 以下のよ うに計算される。

在来線についてはまくらぎの設計荷重を強化路盤設計のための レール圧力として も妥 当な値で

あった。一方,新 幹線 につ いは高架橋上で発生す る動的な輪重 を想定 した荷重で あったため,土

路盤上の強化路盤 の設計おいてはこれを低減 して12tf(118kN)程 度と考えることとされた。

(3)道 床圧力

上記の道床圧力の分布範囲 とレール圧力の考 え方よ り,道 床圧力が計算された。 この道床圧力

を路盤表面に作用 させ た弾性解析を行 い,路 盤の変位量が求め られた。

(4)路 盤の厚 さを決める計算方法

路盤 ・路床か らなる二層系弾性地盤の表面 に長方形等分布荷重が作用 した ときに,そ の表面中

心点のたわみが一定値以下になるように,路 盤の厚さと材料が定められた。

一様弾性地盤表面に長方形等分布荷重が作用した ときの中心軸上の垂直応 力(σ z)はBoussinesq

の理論を基にSteinbrennerが 式(1.3.1)のように求めた。

ここに,p0:荷 重強度,m=a/b,n=z/b

2a,2b:長 方 形 の1辺 の長 さ

z:深 さ方 向の長 さ

中心軸 上のZ点 で の沈 下(wz)は 側 方 ひず み を考 慮 して式(1.3.2)で 得 られ る。



ここに,E:地 盤 の変 形係数

μ:ポ ア ソン比

σx:x軸 方 向の応 力

σy:y軸 方 向 の応 力

式(1.3.2)の 計算 結果 は式(1.3.3)と な る。

地 表面 中心点 の沈 下(W0)は 式(1.3.3)に お いてn=0と お け ばよ く,そ の結果 は式(1.3.4)と な る。

路盤 ・路床か らなる二層弾性地盤の表面変位を求める厳密解は複雑で難解 であるため,Barber

の仮定 を基 にした近似解法により解が求め られた。Barberは 図1.3.5に 示す ように,上 層の変形

係数が大 きい二層弾性地盤の場合,上 層の変形係数E1を 下層の変形係数E2に 置き換え,そ のか

わ りに上層の高さhを 増加させて一様地盤 に近似する解法 を示 した。 この方法 によれば,ポ アソ

ン比が上層 と下層で一定であれば,上 層路盤の厚 さhをZ1に 置き換えることによ り,変 形係数

E2の 一様弾性地盤として近似解 を求めることができる。

Z1:換 算 され た厚 さ

h:路 盤厚 さ

図1.3.5Barberの 仮 定2)



路盤 ・路 床か らな る二 層弾性地 盤 の長 方 形等 分布荷 重が作 用 した時の 路床 表面 の沈 下wsは 式

(1.3.3)に式(1.3.5)を 代 入 し,EをE2に 置 き換 え た式(1.3.6)で 与 え られ る。

路盤 自体の圧縮量wrは 一様地盤の表面沈下量を示す式(1.3.4)のEをE2に 置き換えた値か ら路

床の沈下wsを 差し引き,E2/E1を 掛けた ものに等 しい。

ここに,w1:路 盤 ・路床 か らな る二層 系弾 性体 をBarberの 仮定 を基 に,路 床 のみ の一様 弾性体

と した表 面沈下

従 って,二 層弾性 地 盤 の長方形 中心点 の沈 下(w0')はwsとwrを 加 えた もの に等 しいか ら式(1.3.4),

(1.3.6),(1.3.7)に よ り,式(1.3.8)と な る。

(5)路 盤表面のたわみ量の制限値

路盤の表面にある限界以上のたわみが定常的に生 じると表層にひび割れが生じるという考え方

によ り,路 盤表面のたわみ量に制限値を設けた。道路のアスファル ト舗装ではたわみ量の制限値

を2.5～4mm程 度 としていたこと,お よび鉄道路盤 の鉛直変位は通常1～2mm程 度生 じて いるこ

となどか ら,列 車の走行安定性 も考慮 して,鉄 道 における強化路盤のたわみ量の制限値を2.5mm

とした。従 って,結 果的にはPalmerとBarberに よるカ ンサス三軸法で用いられていた2.54mm(0.1

インチ)と ほぼ等 しい値 となった。



(6)路 盤 の変 形係 数

アス フ ァル トコン ク リー トお よび粒 度調 整砕 石の変 形係 数 は道路 にお け る過去 の実 測 や研 究 を

参考 に して,1800kgf/cm2(176MN/m2)と した。アス フ ァル トコ ンク リー トにつ いて は,一 般 的 に

は これ よ り一桁大 き い値 で あ る ことが 分か って いたが,強 化 路盤 にお け る施 工厚 さが 薄 い ことや,

温度 によ る変 形係 数 の低下 を考 慮 して安全 側 の値 と して,1800kgf/cm2(176MN/m2)が 採用 された。

ス ラグ の変形係 数 につ いて は国鉄 東京 第二 工事 局が 昭和50年 に実施 した 一軸 圧縮 試験 の結果

を参 考 に した。一軸圧 縮試験 によ るス ラグの変 形係数 は概 ね3000～7000kgf/cm2(294～686MN/m2)

の範 囲 にあ り,安 全側 の値 として3000kgf/cm2(294MN/m2)が 採 用 された。

(7)路 床の変形係数

路床 の変形 係数は平板載荷試験 によ るK値 を もとに,弾 性理論 に基づ いて決 め られた。

Timochenkoに よる剛性円形載荷板による弾性変形量は式(1.3.9)で表される。式(1.3.9)より,直 径

75cmの 円形載荷板による平板載荷試験のK75値 と地盤 の変形係数の関係は式(1.3.10)で表 される。

ここでは地盤の変形係数 に対するひずみレベル依存性は考慮されていない。

ここ に,δ:剛 性 円形載荷 板 によ る地表面 変位

P:載 荷圧 力(kgf/m2)[N/m2]

a:載 荷板 半径

μ:ポ ア ソ ン 比(0.3)

π:円 周 率

E:変 形係数(kgf/m2)[N/m2]

K75:直 径75cmの 載荷板 によるK値(kgf/m3)[N/m3]

K30:直 径30cmの 載荷板 によるK値(kgf/m3)[N/m3]

(8)路 盤の厚 さ

以上の計算方法 をもとに路盤の厚 さが規定 された。平板載荷試験によ り求め られ る変形係数は

載荷板の大 きさの影響を受けるが,直 径が75cm以 上では載荷板の大きさによる影響が小 さいと

されている。 しか しながら,直 径75cmの 載荷板を用いた平板載荷試験は大きな反力を必要 とす

るため,実 施が困難である。そこで,設 計標準では一般的に用 いられる直径30cmの 載荷板を用

いたK30値 で路盤の厚 さが規定された。K30値 とK75値 の関係は弾性理論によれ ば直径比か らK30=

2.5K75と なるが,経 験的な値 としてK30=2.2K75が 採用 された。以上の理由によ り,平 板載荷試験

値は載荷板の直径30cmの 値で規定 され,路 床 のK30値 が7kgf/cm3(69MN/m3)～11kgf/cm3

(108MN/m3)の 場合,お よび11kgf/cm3(108MN/m3)以 上の場合 に分けて路盤の厚さが示された。



1.3.3平 成4年 の 「鉄道構造物等設計標準 ・同解説 土構造物」における設計方法1)

平成4年 に制定された設計標準では設計方法の見直 しが行われ,よ り合理的な設計方法 とする

ことで路盤の厚 さが低減 された。この設計標準では新しい研究の成果 も取 り入れ られ,昭 和53年

の 「建造物設計標準解説 土構造物」 と比較するとより詳細な検討が行われている。基本的な設

計思想は昭和53年 の設計標準 と同様に,弾 性解 によるたわみ量が制限値以下となるよ うに路盤厚

さを定めるという考え方であった。以下に設計方法の概要を示す。なお,平 成4年 制定 の 「鉄道

構造物等設計標準 ・同解説 土構造物」は,平 成12年 にSI単 位版に改訂されている。

(1)路 盤厚さを求める計算手法の概要

設計方法 の違いとしてはじめに挙 げられるのが,荷 重の与え方である。昭和53年 の設計標準で

は設計荷重 は基本的にPCま くらぎの設計荷重が用 いられ,載 荷点直下のまくらぎ以外への荷重

分散効果は考慮されて いなかったが,平 成4年 の設計標準では2軸 台車 による連行荷重の影響 と

複数のまくらぎへの荷重の分散が考慮された。具体的には図1.3.6に 示すように,連 行 荷重を考

慮 した3次 元FEM解 析を行 い,3次 元FEM解 析か ら求められた路盤の変位 と一致するよ うに,

図1.3.6路 盤厚 さを求め る場 合のFEM解 析 とBarberの 弾 性解 との 関係1)



弾性解析において載荷す る荷重 に補正係数 αを乗 じるという方法が取 られた。これは当時FEMが

大型計算機でなければ使用す ることができない状況であったことを考慮して,一 般的な技術者が

パ ソコンを用 いて設計を行 うことができるよ うに最終的な計算は弾性解析を用いることとしたた

めであった。 このため,弾 性解析の中では3次 元 の連行荷重の影響は荷重 に対する補正係数 とし

て考慮され ることとなった。弾性解析は昭和53年 の設計標準では1本 のまくらぎを対象 として適

用 されていたが,平 成4年 の設計標準では輪重が5本 のま くらぎに0.4:0.2:0.1の 割合で分散す

ると仮定 し,路 盤のたわみは5本 のまくらぎによるたわみの重ね合わせ として考慮された。弾性

解析では昭和53年 の設計標準と同様に,式(1.3.8)に示 したBoussinesqの 弾性理論 を利用 したBarber

の 弾性 解 が用 い られ た 。3次 元FEM解 析 との整 合性 を とるため の荷 重 の補 正係 数 αは

0.614+0.00000571E(E:路 床の変形係数(kN/m2))と された。

(2)路 盤圧力の求め方

昭和53年 の設計標準では,ま くらぎ1本 に対 してPCま くらぎの設計荷重が作用するとして路

盤表面に作用する道床圧力を求めていたが,平 成4年 の設計標準では車輪直下のまくらぎには輪

重の0.4,隣 のまくらぎでは輪重の0.2,2本 隣のまくらぎでは輪重の0.1の 荷重が作用するとされ

た。また,昭 和53年 の設計標準ではまくらぎの レール直下の部分で主に荷重を支持 し,ま くらぎ

中央部では荷重を支持 しないという仮定で圧力の分布範囲が規定 されていたが,平 成4年 の設計

標準では図1.3.7に 示すように,ま くらぎ全面で一様 に荷重 を支持するとされた。

輪重 については,速 度 の増加に伴う速度衝撃率 を乗 じた値が使用された。速度衝撃率は過去 の

軌道 における研究49)を参考 にし,列 車速度をVと して,ロ ングレールの場合1+0.3V/100,継 目レ

ールの場合1+0 .5V/100と された。列車速度と路盤圧力の関係 を図1.3.8に 示す。普通鉄道の場合,

図1.3.7設 計 に用いられた道床圧力分布1)



図1.3.8列 車 速度 と路盤 圧 力の 関係1)

図1.3.9許 容 たわ み角 の求め 方1)

乗車率200%の 電車(モ ハ ネ582形)お よび機 関車(EF81,71)の 輪 重 を考慮 し,路 盤圧 力Pは

67.7(1+0.3V/100)(kN/m2)が 用 い られ た。新幹 線鉄道 の場合 につ いて も乗車 率200%を 考慮 して 路盤

圧 力はP=50.0(1+0.3V/100)(kN/m2)が 用 い られ た。普通 鉄道 の継 目 レール で は ま くらぎ の幅が 大 き

くな るた め,ロ ン グ レー ル の場 合 よ りも静 的 な 路 盤 圧 力は 小 さ くな り,P=59.8(1+0.5V/100)

(kN/m2)が 用 い られ た。普通 鉄道 の場合 は最 高速度160km/h,新 幹 線鉄道 の場 合 は最高速 度270km/h

として路盤 圧 力が 求 め られ たが,速 度衝 撃 率の最 大値 は1.8と された。

(3)強 化路盤の許容たわみ量

昭和53年 の設計標準において強化路盤の許容たわみ量は,道 路 における研究事例や鉄道路盤で

一般的に発生する変位 量を考慮して2 .5mmと された。平成4年 の設計標準では,鉄 道の強化路盤

におけるたわみ量は隣接するまくらぎによる重ね合わせの影響を含 むため,輪 重直下のま くらぎ

によってのみ生 じる場合 とは変形特性が異なると考え られた。そのため,た わみ角によって規定

することが合理的であると判断された。そ こで,道 路のアスファル ト舗装では0.5mmを 超 えるた



わみ量でひび割れが発生するという研究事例50)を参考 として,許 容たわみ量が検討された。道路

における0.5mmの たわみに対する路盤のたわみ角 と等 しいたわみ角 となるように,鉄 道の強化路

盤 におけるたわみ角が求め られた。たわみ角の求め方を図1.3.9に 示す。その結果,鉄 道におい

ては2.5mmの たわみ量 とすることで,道 路における0.5mmの たわみ量に対するたわみ角 とほぼ等

しくなることが明 らかになった。検討の結果,た わみ量の許容値 としては従来の値 も考慮 して昭

和53年 の設計標準 と同じく,2.5mmが 採用された。

(4)平 板載荷試験 によるK30値 から路床の変形係数を求める方法

平板載荷試験のK30値 か ら路床の変形係数を求める方法については,昭 和53年 の設計標準 と同

様に,式(1.3.11)に 示すTimochenkoの 弾性理論が利用された。路床内に作用する列車荷重の影響範

囲を考慮 して載荷板 は直径75cmを 基本 として考え られたが,実 際には直径75cmの 載荷板を用 い

た平板載荷試験 は大きな反力を必要 とす るため,実 施が困難な場合が多い。そ こで,設 計上は直

径30cmの 載荷板を用いたK30値 をK75値 に変換 して用 いることとされた。K30値 とK75値 の関係

は経験的な値および空港や道路の設計において使用 されている値 を考慮 して昭和53年 の設計標

準 と同じく,K30=2.2K75が 採用 された。

一方,平 板載荷試験におけるひずみ レベルは10-3程 度 となる。 これに対して,実 物大模型試験

による路盤 の繰返 し載荷試験 の結果から列車荷重によって生 じる路床 のひずみ レベルは概ね10-4

程度であった。地盤材料の変形係数はひずみ レベル に依存するため,合 理的な設計を行 うために

は,ひ ずみ レベル に合わせた変形係数 を採用 しなけれ ばな らない。図1.3.10に せん断弾性係数比

とせん断ひずみの関係を示す。ひずみが10-3と10-4の 場合ではせん断弾性係数には概ね2倍 程度

の差が見 られる。そ こで,設 計 に用いる路床の変形係数はひずみ レベルを考慮 して平板載荷試験

によって求 まる変形係数を2倍 に割 り増 して使用することとした。以上の考 え方によ り,平 板載

荷試験のK値 よ り路床の変形係数を求める方法には式(1.3.12),(1.3.13)が 用い られた。

図1.3.10せ ん断弾性係数比とせん断ひずみの関係1)



こ こに,δ:剛 性 円形載 荷板 によ る地 表面沈 下 量(m)

p:載 荷 応 力(MN/m2)

a:載 荷 板半 径(m)

μ:ポ アソ ン比(0.3)

π:円 周 率

E:変 形係 数(MN/m2)

K75:直 径75cmの 載 荷板 によ るK値(MN/m3)

K30:直 径30cmの 載 荷板 によ るK値(MN/m3)

(5)路 盤の 変形係 数

ア ス フ ァル トコ ンク リー トの変 形係 数 は温度 に依 存 し,そ の値 は100MN/m2～10000MN/m2の レ

ベル まで広 く分布 す る。 しか し,ア ス フ ァル トコ ンク リー トの変 形係数 につ いて は研 究 段 階で あ

った こ とや,薄 い アス フ ァル トコ ンク リー トでは変 形係数 が 小 さ くな る とい う研 究事 例51)を参 考

に して,昭 和53年 の設計標 準 で使用 されて いた1800kgf/cm2(=176MN/m2,平 成12年 のSI単 位

版 の設 計標 準で は180MN/m2)を 踏襲 す る ことと され た。 ここで,設 計 に用 いる変 形係 数 につ い

て は,昭 和53年 の設計標準 で は1kgf/cm2=0.098MN/m2で 換算 されて いた が,平 成4年 の 設計標

準 を改訂 した平成12年 のSI単 位 版で は1kgf/cm2=0.1MN/m2で 換算 され て いる。 なお,平 成12

年 のSI単 位版 で も,設 計荷 重 につ いて は1kgf=9.8Nで 換 算 され て いる。

粒度 調 整砕石 の変 形係数 につ いては実 物 大模型 による路盤 の載荷試 験結 果 に対 して,FEMに よ

る の シミュ レー シ ョンが行 われ た結果,概 ね1800kgf/cm2(180MN/m2)の とき に路盤 の変 形量 が実

験 と解 析 で一致 した ことによ り,昭 和53年 の設 計標 準の値 を踏襲 して1800kgf/cm2(180MN/m2)が

用 い られ た。

水硬 性粒 度調 整高 炉ス ラグ砕 石 の変 形 係数 につ いて は,最 大 粒径25mmの 水硬 性粒 度 調整 高炉

ス ラグ砕 石(HMS-25)を 用 いて一軸 圧 縮試 験 によ るE50が 求 め られ た。一方,ス ラグ(HMS)の

JIS制 定 時 に専 門 委 員 会 に提 出 され た 資 料 を参 考 に して,設 計 に用 い るHMSの 長 期 強度 は

20kgf/cm2(2.OMN/m2)と され た。 一軸圧 縮 試験 の結果 か ら20kgf/cm2(2.OMN/m2)に 相 当す るE50は

3000kgf/cm2(300MN/m2)程 度 で あった 。 この値 は昭和53年 の設 計標 準で 用 い られ て いた値 と同様

1り値 で あ った こ とか ら,強 化 路盤 の設 計値 には3000kgf/cm2(300MN/m2)が 用 い られ た。



(6)路 盤厚さの計算結果と設計路盤厚 さ

平成4年 の設計標準による計算方法では,輪 重が5本 のまくらぎに荷重が分散される効果 を考

慮 し,5本 のまくらぎによる路盤のたわみを重ね合わせてその最大値 を用いる。そのため,昭 和

53年 の設計標準 と比較す る と,計 算方法 としては路盤のたわみが大 きくなる方向 となる(図

1.3.11)。 しか しながら,主 に路床の変形係数を求める方法 をひずみ レベルを考慮することにより

見直 して,従 来よ りも大きくとることとしたため,結 果 として必要な路盤の厚 さは薄 くなった。

路盤 の厚さは路床 のK30値 が70NM/m3～110NM/m3の 場合と110NM/m3以 上の2種 類の場合に分

けて規定されている。路床のK30値 が70NM/m3～110NM/m3の 範囲の場合は安全側の値 をとって

70NM/m3に 対応する路盤の厚 さとすることとされている。一方,路 床のK30値 が110NM/m3の と

きは,必 要な路盤厚さが0に なる場合が生 じる(図1.3.12)。 これは路盤表面のたわみ量は路床の

変形係数 に大きく依存するため,路 床の変形係数が大きい場合 は路盤がな くてもたわみ量2.5mm

以下 という条件を満足する場合があるか らである。 しか しなが ら,路 盤にはバラス トの貫入や雨

水の浸入 を防止する効果があるため,弾 性変形によるたわみ量が小さくて も路盤は設置する必要

がある。 このため,路 盤の厚さは路床のK30値 が70NM/m3の 場合 を基本 として考え,路 床のK30

値が110NM/m3以 上の場合の路盤厚 さは70NM/m3の 場合の半分 とす ることとされた。路盤の最小

図1.3.11路 床の変形係数と路盤面の沈下量の関係1)

図1.3.12路 床 のK30値 と路盤面の沈下量の関係1)



厚さは粒度調整砕石層の施工性な どを考慮 し,粒 度調整砕石層15cm,ア スファル トコンクリー ト

層5cmの 合計20cmと された。

(7)路 盤厚さの変遷

平成4年 の設計標準により,昭 和53年 の設計標準と比較 して路盤の厚さが低減することとなっ

た。 これは,計 算方法や設計のための変形係数の見直 しだけでな く,現 地調査による裏づけのも

とに判断された。現地の実態調査では国鉄東京第一工事局(東 一工)お よび国鉄東京第二工事局

(東二工)に よって施工された初期の強化路盤が調査 された。これ らの強化路盤は昭和53年 の設

計標準で規定された路盤よ りも厚さが薄 く,平 成4年 の設計標準 とほぼ同じ厚 さであった。実態

調査の結果,粒 度調整鉱 さいを用 いたスラグ路盤の一部にクラックの発生があったものの,問 題

となるような変状は特 に認め られなかった。路盤厚さの変遷を図1.3.13に 示す。

図1.3.13路 盤 厚 さの実態の変 遷1)

1.3.4従 来の強化路盤の設計方法のまとめ

従来の強化路盤の設計では,路 盤表面の変位量に制限値を設け,そ の制限値以内の変位 となる

ように路盤の厚 さを求める方法を採用 していた。平成4年 の設計標準においては,ま くらぎの荷

重分散効果や変形係数のひずみ レベル依存性を考慮す るな ど,よ り実際の変形挙動 に即 した設計

方法 となった。しか しなが ら,従 来の方法では路床の平板載荷によるK値,す なわち路床の剛性

によって路盤の厚 さが一義的に定められるため,性 能規定による設計 に対応することができない

ことか ら,新 しい設計方法の導入が必要とされていた。本研究では道路のアスファル ト舗装にお

ける性能規定 による設計方法 を参考 とし,ア ス ファル トコンク リー トの破壊基準か ら強化路盤の

耐用年数を規定する方法について検討を行 うこととした。



1.4本 研究の目的 と概要

1.4.1本 研究の 目的

本研究では,移 動荷重の影響を考慮 した鉄道路盤の変形挙動 について詳細な検討を行った上で,

強化路盤の弾性挙動 をFEMに よ り適切に評価 し,強化路盤 の新 しい設計方法を提案することを目

的 としている。

従来,鉄 道路盤の載荷試験 ではレール上の一点で繰返 し荷重を与える定点載荷試験が多 く用 い

られてきたが,定 点載荷では載荷点直下に局所的な変形が生 じるため載荷中に軌道の支持条件が

変化 し,変 形挙動を適切 に評価できないとい う問題があった。また,最 近の研究で移動荷重載荷

を行 うと定点載荷よ りも沈下量が大 きくなることが分かってきたが,そ のメカニズムを明 らかに

する必要があった。本研究では鉄道路盤の模型実験を行 うことによ り,載 荷方式が鉄道路盤の変

形特性に与える影響を検討 し,そ の原因について解明することを第一の目的 とした。

一方,信 頼性の高い路盤の設計を行 うためには,路 盤の弾性変形挙動 を正確 にシミュ レー トす

る必要がある。 しかしなが ら,鉄 道ではレール,ま くらぎ,バ ラス トによ り構成 される軌道構造

によ り路盤に荷重が伝達 され るため,そ れぞれの部材の変形挙動を考慮 した解析を行 う必要があ

り,そ のためには部材の形状を実際に近い形で表現できるFEMを 用いるのが良い。列車荷重を支

持す る地盤のひずみは10-4レ ベルで比較的微小であるため,従 来か ら実務上は線形弾性解析でよ

い と考えられているが,ま くらぎの受ける荷重,路 盤の変位,地 盤の応力な どの変形挙動につい

て,測 定結果 と解析の結果の整合性を多角的に検証した研究 は十分 には行われていない。本研究

で は模型実験および実物大試験の結果についてFEMで シミュレー ションを行 うことにより,鉄 道

路盤の弾性変形挙動に対するFEM解 析の精度 を検証す ることを第二の 目的とした。

構造物の設計は性能規定化 による方法に移行 しつつあ り,強 化路盤の設計も性能規定によ り行

うことが求め られている。一般的にアスファル トコンク リー ト路盤の耐用年数はアスファル トコ

ンク リー ト下面の引張 りひずみによって規定 される。本研究では道路のアスファル ト舗装 の設計

に用い られているアスファル トコンクリー トの破壊基準式 を鉄道の強化路盤 に適用するために,

強化路盤におけるアスファル トコンクリー トのひずみを精度良 く推定する方法について検討を行

った。FEM解 析によって求め られる鉄道路盤におけるアスファル トコンク リー トのひずみの精度

を検証 した上で,性 能規定 による強化路盤の新 しい設計方法 を提案することを第三の目的 とした。

1.4.2本 研究の概要

第1章 では,既 往の研究 と従来の強化路盤の設計方法 を紹介 し,本 研究の意義 と目的 について

整理 を行った。

第2章 では,小 型模型を用 いた移動荷重載荷試験 を行い,移 動荷重載荷による路盤の弾性挙動

を評価するとともに,繰 返 し載荷 による累積沈下量について検討を行 った結果についてまとめた。

その中で,移 動荷重載荷 と定点載荷による変形特性の違いとそのメカニズムにつ いて検討を行 っ

た。また,画 像解析を行 うことによ り,地 盤内のひずみ分布に関する検討 を行った。

第3章 では小型模型を用いた移動荷重載荷試験の結果についてFEM解 析によるシミュレーショ



ンを行い,FEMで その変形挙動を適切に評価できることを示 した。また,FEMの 結果か ら移動荷

重載荷による主応力の方向の変化 とその大きさを検討 した結果 をまとめた。

第4章 では,実 物大 アスファル ト路盤直結軌道の試験軌道 を構築 し載荷試験を行った結果 につ

いてまとめた。実物大軌道に対 して もその弾性変形挙動をFEMで 適切 に評価できることを示した。

また,輪 軸落下試験 によ り衝撃荷重を与えることによりアスファル ト路盤の動的な挙動について

も検討を行った。

第5章 では,実 物大バ ラス ト軌道の試験軌道を構築 し,モ ータカー による走行試験を行 い,実

際のバ ラス ト軌道においてまくらぎが受ける荷重について検討 した結果 をまとめた。 また,バ ラ

ス トの上に設置 したま くらぎに対 して繰返 し載荷試験を行 い,ま くらぎ下面圧力,お よび路盤表

面の圧力について検討 を行った。バ ラス ト軌道に対する繰返 し載荷試験の結果をFEMで 評価 した

結果,バ ラス トの変形係数を適切に設定することで路盤表面 に作用する圧力をシミュレー トでき

ることが明 らか となった。一方,ま くらぎ下面の材質がま くらぎの累積沈下量 に与える影響 を検

討した。

第6章 では,新 しい強化路盤の設計方法を提案 し,第2章 か ら第5章 までの結果を踏まえた上

で,強 化路盤のFEM解 析 を行った結果をまとめた。FEMに よ り求め られたアスファル トコンク

リー トのひずみから耐用年数の試計算を行 った結果,平 成4年 の 「鉄道構造物等設計標準 ・同解

説 土構造物」の路盤厚さとする ことで,十 分な耐用年数 を有 していることが確認された。今後

は性能規定化 に対応 した新 しい設計方法を用いることで列車荷重や列車本数 に対応した柔軟 な設

計を行 うことができるようになるため,よ り経済的な路盤厚 さを設定できるよ うになることが期

待される。

第7章 で は,本 研究で得 られた結論をまとめた。
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